
Ⅲ 豊かで活力ある奈良県を創る責任
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Ｒ８予算案 39.2億円 Ｒ７．２月補正予算案 8.1億円 
（Ｒ７予算 40.6億円） 

脱炭素社会の実現

○エネルギーを「つくる」、「ためる」、「かしこくつかう」取組と、「普及啓発」の促進、そして、ＣＯ２を「ためる」取組が、効果的
かつ効率的に図られた、持続可能な脱炭素社会の実現を目指す

○奈良県脱炭素戦略を推進する母体としての「脱炭素・水素社会推進協議会」 （令和7年７月設立）と連携・協働し、全県的か
つ継続的な実践活動を展開

〈問い合わせ先〉 Ⅰ-①②④⑤、Ⅱ-②③④ 環境森林部脱炭素・水素社会推進課 岩田主幹（内線62633）
Ⅰ-③ 県土マネジメント部下水道マネジメント課 吉田主幹（内線64002）
Ⅱ-① 知事公室防災統括室 梅野室長補佐（内線60367）

１．温室効果ガスの排出削減

Ⅰ エネルギーを 「つくる」
R８予算案 2,900万円 （R７予算 2.0億円） 

Ⅱ エネルギーを 「ためる」
R８予算案 140万円 R7．2月補正予算案 １.1億円 
（R7予算 1,465万円） 

エネルギー確保に向け、地域資源（小水力など）を活用した地産地消による
再エネ導入を推進

【リーディングプロジェクト】

①小水力発電による電力の地産地消とレジリエンス強化のためのモデル地域の創出検討

②水素需要が見込まれる交通結節点エリアでの水素製造拠点等の整備検討

③第二浄化センターにおける脱炭素化技術（消化ガス発電等）の導入可能性検討

【主な事業】

④ 新市町村等への小水力発電導入可能性調査及び

小水力発電設備の導入支援

⑤家庭・事業所への創エネ設備の導入支援

再エネの導入拡大に伴って生じる余剰電力の有効活用と、地域の避難所や
家庭等におけるレジリエンス強化を図るため、蓄電池や水素等の活用を推進

【主な事業】

①避難所の生活環境の改善を支援するため、蓄電池等を収納したコンテナを整備

②災害時に電力供給可能なＥＶ・ＦＣＶ等の普及促進

③公民館等避難所への非常用電力自給設備（Ｖ２Ｌ等）の導入支援

④家庭・事業所への蓄エネ設備の導入支援

奈良県脱炭素戦略（令和7年3月策定）の推進

FCVによる外部給電蓄電池小水力発電
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脱炭素社会の実現

〈問い合わせ先〉
Ⅲ-① 産業部産業創造課 金澤課長補佐（内線62917）
Ⅲ-② 総務部管財課 足立参事（内線60822）
Ⅲ-③ 県土マネジメント部リニア・地域交通課 岡方課長補佐（内線63872）
Ⅲ-④⑤、Ⅳ-②③、Ⅴ-③ 環境森林部脱炭素・水素社会推進課 岩田主幹（内線62633）
Ⅳ-① 観光局観光力創造課 河﨑課長補佐（内線63154）
Ⅴ-① 環境森林部森林環境課 金子課長補佐（内線62541）、県産材利用推進課 稲葉主幹（内線62572）
Ⅴ-② 環境森林部県産材利用推進課 山下課長補佐（内線62573）

Ⅲ エネルギーを「かしこくつかう」
R８予算案 30．2億円 R７．２月補正予算案 7．0億円
（R7予算案 27．２億円 ） 

Ⅳ 普及啓発
R８予算案 １．０億円 （R７予算 1．3億円）

２．二酸化炭素吸収源の整備

Ⅴ CO２を 「ためる」 R８予算案 7．7億円 （R７予算 9．9億円） 

家庭・業務分野における省エネ・節電等の推進、次世代自動車の普及促進、
産業分野における省エネ・再エネ等活用の促進

県民の行動変容を促す取組の推進、環境問題について自ら考え行動に移す人材の
育成、観光分野でのゼロカーボンの取組やサステナブルな観光地づくりの推進

二酸化炭素の吸収源となる森林の適切な整備・保全、建築物における木材の利用促進に取り組むことにより、地域産業の活性化を図り、
持続可能な地域づくりを促進 

【リーディングプロジェクト】

①工業団地の脱炭素化に資する、再生可能エネルギー導入に向けた採算性に
ついて調査を実施

【主な事業】

②県有施設における照明のLED化 、施設のZEB化

③EVバス車両・EVバス用充電器の整備支援

④家庭・事業所への省エネ設備の導入支援

⑤ 新商用水素ステーション等の整備に向けた水素
需要の取りまとめ調査を実施

【リーディングプロジェクト】

①市町村と連携し、観光分野でのゼロカーボン化に資する取組を実施

（電動シェアサイクルの導入拡大、地産地消店舗の認証制度構築の支援等）

【主な事業】

② 新官民連携による脱炭素施策の展開（太陽光発電

設備等共同購入、EV普通充電器導入促進、J-クレ

ジットの創出・活用促進）

③県民・事業者・市町村等を対象とした各種啓発イベント・
セミナーの開催 プロスポーツチームとの

脱炭素コラボイベント

県産材を利用した福祉施設

【主な事業】

①施業放置林の解消・未利用材の搬出促進 ②奈良県産材を使用した住宅・非住宅助成制度の拡充

③県内で組成されたＪ－クレジットを「奈良県カーボンクレジット」として登録し販売促進、創出支援アドバイザーの派遣

ＥＶバス
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Ｒ８予算案 80.6億円 Ｒ９～20 債務負担 43.0億円
（Ｒ７予算 19.5億円）

産業政策のパッケージ２０２６

１ 時代に即した人材確保の展開

Ｒ8予算案 10.9億円 Ｒ9～19債務負担行為 9,000万円
（Ｒ7予算 643万円）

①新 物価上昇を上回る賃上げを促進するため、賃上げを行う
中小企業等に給付金を支給

②バスツアーについて、新たに県内外の大学生等も対象とし、
県内企業の魅力を発信する機会を拡充

③新 奨学金返還支援制度の拡充

④新 成長産業の誘致、若者に魅力的な職場の創出、デジタル
人材の不足等の諸課題に対応するため、ＩＴ産業の誘致と
県内高校生に対するＤＸ人材育成プログラムを一体的に実施

２ 産業用地の確保と企業立地への支援

Ｒ8予算案 21.0億円 Ｒ9～20債務負担行為 42.0億円
（Ｒ7予算 18.7億円）

①京奈和自動車道御所IC周辺において工業団地を整備

②企業立地促進補助金や制度融資・優遇税制等を活用して立地
企業を支援

③企業誘致のためのセミナーを引き続き都市圏で開催し、企業
誘致を推進

〈問い合わせ先〉
産業部 １① 人材・雇用政策課 織田課長補佐（内線 62962） １②、③ 人材・雇用政策課 戸上課長補佐（内線 62963）

１④ 産業創造課 山本課長補佐（内線 62915） ２① 産業創造課 金澤課長補佐（内線 62917）
２②、③ 産業創造課 池田課長補佐（内線 62916）

バスツアーの様子

御所ＩＣ工業団地 企業立地セミナー
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３ 事業承継・次世代への継承

Ｒ8予算案 950万円（Ｒ7予算 250万円）

①新 事業承継を加速化するための啓発セミナー、譲受企業との
マッチングイベント、後継者育成の取組に対し支援

②県事業承継・引継ぎ支援センターと連携し、事業承継を後押し

③事業承継の模範として、県内で１００年以上操業を続ける企業を

引き続き顕彰

４ 企業競争力を支える基盤強化（生産性向上、DX等）

Ｒ8予算案 47.7億円（Ｒ7予算 ー ）

①新 賃上げ環境を整えるため、コスト削減や、製品・サービスの付加
価値向上に対する取組に補助

②新 上記補助事業に係る事業経費を調達するための制度融資資金を創設

③新 県内の実質消費を回復するため、プレミアム商品券を発行

5 地域の未来を創るGX・イノベーションの推進

Ｒ8予算案 2,050万円（Ｒ7予算 750万円）

・次世代の高度な技術を活用したサービスの社会実装、地域
課題の解決を目指して、新たな先進技術の実装化を支援

〈問い合わせ先〉
産業部 ３①、②、４①、③ 経営支援課 森田主幹（内線 62862） ３③、５、７ 産業創造課 山本課長補佐（内線 62915）

４② 経営支援課 乾課長補佐（内線62864）６①、② 人材・雇用政策課 戸上課長補佐（内線 62963）
地域創造部 ８①、② 大和平野中央構想・スタートアップ推進課 平井主幹（内線 61082）

産業政策のパッケージ２０２６

６ 外国人材の確保と受入環境の充実

Ｒ8予算案 2,097万円 Ｒ9債務負担行為 1,134万円
（Ｒ7予算 1,932万円）

①ベトナムホーチミン市工科大学とのインターンシップを実施
（学生が参加しやすい夏休み期間（6～8月）に変更）

②新 フエ大学とのインターンシップ（R9実施）に向けた準備

７ 企業と行政の関係構築・強化

Ｒ8予算案 511万円（Ｒ7予算 501万円）

・「CRM(顧客情報マネジメント)」システムや県産業施策集等
を活用し、タイムリーな産業施策の情報をプッシュ型で発信

８ スタートアップへの支援

Ｒ8予算案 4,727万円（Ｒ7予算 3,928万円）

①大学発スタートアップや社内ベンチャーの成長・創出支援

②新 スタートアップからの公共調達促進、県内スタートアッ
プが県外で交流・ＰＲが出来る機会を創出 など

令和７年度100年企業顕彰式事業承継・引継ぎ支援センター
での相談の様子
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産業政策のパッケージ２０２６

県内中小企業等賃上げ促進事業奨学金返還支援制度の拡充

Ｒ８予算案 150万円 Ｒ９～Ｒ19債務負担行為 9,000万円
（Ｒ７予算 50万円）

Ｒ７年度まで Ｒ８年度以降（拡充） ポイント

学歴 大学､大学院､高専
大学､大学院､高専､
短大、専門学校

対象学歴の拡充

補助
上限

５０万円/社

１００万円／名
※１年あたり10万円/名
※最大10年間
※１社あたり最大５名まで

１社あたり

５００万円

(最大)へ大幅に増額

支給期間
･方法

認定年度の５年後
に一括支給

認定年度の
２年後から

最大１０年間支給

補助金支給開始まで

３年間の短縮

手続
認定申請時に
毎回書類一式の
提出が必要

認定日の属する
年度を含めて､

１２年間登録を継続

２回目以降の
認定では

提出書類を簡素化

広報

認定年度から
２年間

(採用活動期間)
県ＨＰで紹介

登録有効期間中は､
県ＨＰで｢奨学金返還
支援制度導入企業｣
として紹介

最大１２年間
県ＨＰで継続的に

紹介

○新 活用しやすい制度にするため、学歴要件や補助上限等を拡充

※補助率１/２は変更なし

産業政策のパッケージ２０２６（主な取組（再掲））

１ 奨学金返還支援事業［P.18、１③］

③後継者育成セミナー

Ｒ８予算案 950万円（Ｒ７予算 250万円）

円滑な事業承継の後押し

２ 事業承継加速化事業［P.19、３①］

・地域経済の維持・活性化の視点から、単なる「引継ぎ」にと
どまらず、「次の時代への価値創出」につながる事業承継を
進める

新 啓発セミナー 新 マッチングイベント
Ｍ＆Ａ円滑化支援補助金

新 後継者育成セミナー

〈問い合わせ先〉
産業部 １ 人材・雇用政策課 戸上課長補佐（内線 62963）

２ 経営支援課 森田主幹（内線 62862）

経営者の気づき、
意識改革

承継後の円滑な事業・
組織統合の促進

承継の実施

引継ぎの準備 円滑な引継ぎ 引継ぎ後の成長

≪主な事業≫
新 啓発セミナー
事業承継を企業価値創出の契機とし、前向きに捉えるた
めのセミナー開催を支援

新 マッチングイベント
売り手・買い手の出会いの場を創出するためのイベント
開催を支援

新 後継者育成セミナー
事業承継が「受け身」ではなく「成長戦略」となるため
のセミナー開催を支援

・ Ｍ＆Ａ円滑化支援補助金
Ｍ＆Ａの譲渡側の必要な経費の一部を補助
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産業政策のパッケージ２０２６ （主な取組（再掲））

中小企業の賃上げ環境の整備、実質消費の回復

Ｒ８予算案 10.5億円（Ｒ７予算 ー ）
３ 新 中小企業賃上げ環境整備支援事業［P.19、４①］

○補助内容 ：設備投資、システム構築費、クラウド利用料、
広告宣伝費等

○補 助 率：中小企業 1/2 小規模事業者 2/3

○補 助 額：（上限）500万円（下限）50万円

○補助要件 ：・持続的な賃上げの取組について、商工会議所
または商工会の支援を受けていること

・物価上昇を上回る賃上げをすること

・中小事業者の持続的な賃上げを実現するため、省力化や収益力
の向上に資する設備投資等に対し補助

５ 新 中小企業等賃上げ促進事業［P.18、１①］

○補 助 額 ：従業員一人あたり５万円 （上限）200万円

○補助要件：・物価上昇を上回る賃上げをすること
・引上げ後の賃金を１年間継続すること

• 物価上昇を上回る賃上げを促進し、県経済活性化の好循環
を生み出すため、従業員の賃金を一定以上引上げた中小事
業者を支援

Ｒ８予算案 10.5億円（Ｒ７予算 ー ）

〈問い合わせ先〉
産業部 ３、６ 経営支援課 森田主幹（内線 62862）

４ 経営支援課 乾課長補佐（内線62864）
５ 人材・雇用政策課 織田課長補佐（内線 62962）

６ 新 プレミアム商品券発行事業［P19、４③］

• 実質消費の回復を促し、地域経済の活性化を図るため、
プレミアム商品券を発行

Ｒ８予算案 33.5億円（Ｒ７予算 ー ）

○融資対象者：「中小企業賃上げ環境整備支援事業」の採択を
受けた者

○資金使途 ：設備・運転・運設（但し、上記補助事業に係る自
己負担分を含むものに限る）

○融資限度額：5,000万円
○融資期間 ：設備15年 運転10年（ともにうち1年据置）
○融資利率 ：金融機関所定金利
○保証料 ：県が全額負担

４ 制度融資（新 チャレンジ資金【県事業連携枠】）［P.19、４②］

Ｒ８予算案 ３.７億円（Ｒ７予算 ー ）
・上記省力化や収益力の向上に資する設備投資等を行おうとする
中小事業者の資金繰りを支援
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Ｒ8予算案 23.3億円 R９債務負担行為 1.7億円
（Ｒ7予算 28.9億円）

大和平野中央の県有地の活用

〈問い合わせ先〉① 地域創造部大和平野中央構想・スタートアップ推進課 石河課長補佐（内線61083）
② 地域創造部大和平野中央構想・スタートアップ推進課 櫻井課長補佐（内線61085）
③ 警察本部施設装備課 森塚課長補佐・杉本管理官（内線5819）

１ 磯城郡３町における県有地を活用したまちづくり

Ｒ８予算案 23.3億円 Ｒ９債務負担行為 1.7億円
（Ｒ７予算 28.9億円）

＜①川西町・②三宅町＞
・ 事業用地にかかる調査及び設計、
事業用地の取得及び管理 等

＜③田原本町＞
・ 新運転免許センター整備にかかる造成設計等
・ 仮称新第二庁舎整備調査検討業務

①子どもを中心に多様な交流が生まれるまち KAWANISHI（下永地区）
・地域の活性化につながり、子どもたちも楽しめる企業を誘致
・地域のスポーツの振興にも資する世界的スポーツチームの関連拠点を誘致
（バルセロナレジデンスアカデミーの誘致）

②次世代を担う 学生 × 企業 のまち MIYAKE （石見地区）
・若者が、生活しながら成長できるヤング・イノベーション・レジデンス
（居住、企業や地域との学び・交流、イノベーション の３つの機能）

・まちのコンセプトに賛同する、研究や新産業にチャレンジする企業誘致

③交通安全・安心のまち 田原本（阪手北・西井上地区）

新しい運転免許センター
・県民の交通安全拠点（高齢者講習実技指導コースの新設）
・子ども連れから高齢者まですべての利用者に利用しやすい施設
仮称新第二庁舎の整備に向けた検討（白バイやパトカー隊などの移転）

イメージイメージ

さかてきた にしいね

イメージ
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大和平野中央の県有地の活用

■事業目的

英語を母国語とする国に本校を置いている学校

■事業内容

運営・資金・開発・整備面等におけるビジネスパートナーと、インターナショナルス
クールとのマッチング
インターナショナルスクール設置動向調査等

需要や収益分析、事業計画策定などインターナショナルスクールへの伴走支援

２ インターナショナルスクールの誘致 Ｒ８予算案 1,700万円（Ｒ７予算 － ）

■誘致対象として想定しているインターナショナルスクール

誘致エリアの地域振興国際教育促進
グローバル人材の育成

・生徒・教員等の移住など、若い世代の人口の流入
・消費拡大と雇用の創出

・県内教育機関と連携した国際的な教育環境の創出
・奈良の強い人脈となる、世界で活躍する人材の輩出

＜インターナショナルスクール誘致によるメリット＞

海外で高度な教育プログラムを提供しているインターナショナルスクールの県内誘致に取り組み、未活用県有地の有効活用を図ると共に、本県の国際教育推進や地域振
興に繋げる。

（参考）インターナショナルスクールの国内進出例

国際バカロレアやケンブリッジ国際教育等の国際的に評価された教育プログ
ラムを実践する学校。この卒業生に対しては、外国の大学はもとより、日本
の大学についても入学資格が認められている。

未活用県有地の活用

インターナショナルスクール

候補地例：旧奈良高等学校跡地（奈良市）
三宅町石見地区県有地
旧社会教育センター（葛城市）

・(仮)ゴードン・ストウンスクール日本校
（和歌山県・2027年9月開校予定）

・North London Collegiate School Japan
（兵庫県・2025年8月開校）

・ラグビースクールジャパン
（千葉県・2023年9月開校）

・マルバーンカレッジ東京
（東京都・2023年8月開校）

・ハロウインターナショナルスクール安比ジャパン
（岩手県・2022年8月開校）

〈問い合わせ先〉地域創造部 大和平野中央構想・スタートアップ推進課 櫻井課長補佐（内線61085）

県内はもとより
国内外から生徒が集まる

県内教育機関との連携・地域との交流

世界の
著名な大学へ進学

新
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戦略的な観光振興施策

①持続可能な奈良公園づくり推進事業 R8予算案 6,090万円（R7予算2,077万円）

R8予算案 8,090万円
（R7予算 2,077万円）

奈良公園の良好な環境を守り、未来へ引き継いでいくため、観光客の増加により顕在化してきた奈良のシカとの接し方やごみのポイ捨て
など様々な問題に対し、関係者の協働による取組を推進

〈問い合わせ先〉 ①観光局奈良公園室 奥田室長補佐（内線64244）
②観光局観光戦略課 野坂課長補佐（内線63116）

○マナー啓発の強化
デジタル技術の活用など新たな手法でのマナー啓発

＜駅前に設置した大型看板＞ ＜SNS等を活用したマナー啓発例（京都市） ＞

＜大仏殿前駐車場付近のトイレに設置したスマートごみ箱＞

○スマートごみ箱の設置
大仏殿前駐車場トイレなどへの
スマートごみ箱の常設

○ 登大路地下歩道の美装化検討
雨水流入対策や美装化・将来的な利活用の検討

○ 奈良公園の関係者による協議会の設立・運営

行政・社寺・民間等の関係者が、シカとの接し方やマナー啓発、受入環境整備

などの取組を協働して進めていくための協議会の設立・運営

１ 持続可能な観光の推進

＜インバウンド観光客で混み合う奈良公園周辺の様子＞

② 奈良県観光みらい共創事業 R8予算案 2,000万円（R7予算－）

・持続可能な観光を実現するため、新たな財源確保の仕組み（販売型寄付金、協力金等）を検討

・調達した資金を奈良県観光の未来に向けた事業（奈良公園の環境整備等）に充当

奈良公園をはじめとする観光資源の適切な保全と将来への継承に向けた取組を実施

＜利活用のイメージ＞

壁面装飾 壁面絵画 デジタルサイネージ

新

新

新
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